
公益財団法人東京都環境公社（旧財団法人東京都環境整備公社） 

 

第１ 監査の目的 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第７項に基づき、都が出資等を行っている

団体に対して、団体の事業が出資等の目的に沿って適切に運営されているか監査を実施する。 

 

第２ 監査の対象 

 １ 監査対象団体及び局 

 （１）監査対象団体  公益財団法人東京都環境公社 

 （２）監査対象局   環境局 

 ２ 実地監査場所 

 （１）公益財団法人東京都環境公社 

    本社、東京都環境科学研究所、東京都地球温暖化防止活動推進センター 

 （２）環境局 

 ３ 事業の内容 

 （１）事業の概要 

    公益財団法人東京都環境公社（以下「公社」という。）は、昭和３７年５月に設立された団体

（当時は財団法人東京都環境整備事業協会、昭和４８年に財団法人東京都環境整備公社に団体

名を変更）で、平成２４年４月に東京都環境公社に団体名を変更するとともに、財団法人から

公益財団法人へ移行している。 

公社は、地球温暖化防止活動の推進、省資源化と資源の循環利用の促進等、環境に係る事業

を通じて、快適な都市環境の向上に貢献し、もって環境負荷の少ない都市東京の実現に寄与す

ることを目的としており、主に次の事業を行っている。 

   ア 環境に係る調査研究及び技術開発等に関する事業 

イ 環境に係る広報、普及啓発及び学習等に関する事業 

ウ 地球温暖化防止活動の支援等に関する事業 

   エ 資源の循環利用に関する事業 

   オ 廃棄物の適正処理及び処理技術の支援等に関する事業 

   カ その他公益目的事業の推進に資するために必要な事業 

 （２）都との関係 

   ア 基本財産の出えん 

     都は、公社に対し、基本財産３億５，６７１万６３円のうち３億５，６００万円(９９．８％）

を出えんしている。 

イ 補助金及び貸付金 

     局は、公社に対し、平成２３年度に２億７，３３６万余円、平成２４年度に３億２，１６９
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万余円、補助金を交付している。また、東京都災害廃棄物受入処理事業資金（平成２３年度：

６８億９，９３３万余円、平成２４年度：１０３億４，８５０万余円）を貸し付けている。 

補助金及び貸付金の状況は、表１のとおりである。 

   ウ 事業の委託 

     局は、公社に対し、東京都環境科学研究所の管理運営及び研究等業務などを委託（平成 

２３年度委託金額合計：２４億９，９７４万余円、平成２４年度委託金額合計：２３億 

６，６９９万余円）している。 

主な委託契約の状況は、表２のとおりである。 

エ 財産の貸付 

局は、公社に対し、産業廃棄物処理施設（東京都大田区城南島三丁目３番１号）の土地

（８，８２４．７７㎡）を無償で貸し付けている。 

 

（表１）補助金及び貸付金の状況                         （単位：千円） 

区　分 内　容 根　拠 平成２３年度 平成２４年度

東京都住宅用太陽
エネルギー利用機
器導入対策事業に
係る事務費補助金

再生可能エネルギーの利用拡大を目的に、太陽エ
ネルギー利用機器を設置した者に対してその経費
の一部を補助するもの

東京都住宅用太陽エ
ネルギー利用機器導
入対策事業に係る事
務費補助金交付要綱

105,832 88,283

集合住宅等太陽熱
導入促進事業に係
る事務費補助金

都内への太陽熱利用システムの導入拡大を目的
に、都と連携し、都内の新築の集合住宅等に太陽
熱利用システムを設置する住宅供給事業者（デベ
ロッパー等）に対し、経費の一部を補助するもの

集合住宅等太陽熱導
入促進事業に係る事
務費補助金交付要綱

14,756 21,170

東京都住宅用創エ
ネルギー機器等導
入促進事業に係る
事務費補助金

家庭における電力不足への対応及び防災機能の強
化を目的に、太陽光発電システム、ガスコージェ
ネレーションシステム等の創エネルギー機器を設
置した者に対してその経費の一部を補助するもの

東京都住宅用創エネ
ルギー機器等導入促
進事業に係る事務費
補助金交付要綱

53,693 73,051

東京都災害廃棄物
受入処理事業に係
る事務費補助金

東日本大震災の復興支援を目的に、被災地での廃
棄物の受入れ監視業務並びに都内への運搬処理ま
での一括した運用管理を行い、災害廃棄物の広域
的な処理を行うために必要な事務費経費を補助す
るもの

東京都災害廃棄物受
入処理事業に係る事
務費補助金交付要綱

99,085 139,194

273,366 321,698

東京都災害廃棄物
受入処理事業資金

災害廃棄物の運搬及び処分に係る経費について被
災地方公共団体から公社に支払われるまでの間、
その実施に必要となる経費を貸し付けるもの
償還方法：毎年度末一括償還
その他：無利子、無担保

東京都災害廃棄物受
入処理事業資金貸付
要綱

6,899,336 10,348,504

7,172,702 10,670,202

（注）単位未満を切り捨てて表示しているため、合計が一致しない場合がある。

補　助　金　計

合　　　　　計
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（表２）主な委託契約の状況                          （単位：千円） 

委託件名 業務概要 平成２３年度 平成２４年度

東京都環境科学研究所研究等及び
管理運営等業務委託

都からの委託研究・研究所の管理運営業務 803,792 774,776

中小規模事業所における省エネル
ギー総合支援事業委託

省エネルギー対策に関心のある事業所に対し、設備や
運用管理等の調査・診断を行い対策の提案をする「省
エネ診断業務」、地球温暖化対策に対する指導や支援
策の案内を行う「地球温暖化対策報告書制度」等

308,046 178,480

東京都廃棄物埋立管理事務所埋立
作業等及び管理運営業務委託

中央防波堤外側埋立処分場及び新海面処分場における廃
棄物受入、埋立作業等管理運営

1,212,516 1,231,813

 

 

４ 組織 

   公社は、事務所を墨田区江東橋四丁目２６番５号に置き、平成２５年３月３１日現在、役員８

名（理事長１名、常務理事１名、理事４名、監事２名）（うち非常勤役員６名）及び職員３７７名

（うち都派遣職員６８名）で、３部１所をもって構成されている。 

 

第３ 監査の範囲及び実地監査期間 

 １ 監査の範囲 

平成２３年度（平成２３．４．１～平成２４．３．３１）及び平成２４年度（平成２４．４．

１～平成２５．３．３１）の事業について実施した。 

 ２ 実地監査期間 

 （１）環境局   平成２５年１０月３０日及び同年１１月１１日 

 （２）公 社   平成２５年１０月３１日から同年１１月８日まで 

 

第４ 監査の結果 

 １ 運営に関する事項 

   公社は、公益目的事業として、環境調査研究事業、地球温暖化防止活動事業、資源の循環利用

に関する事業、廃棄物処理技術の支援等事業及び廃棄物の適正処理等事業を行っており、収益事

業として、公益目的事業の推進に資する事業を行っている。 

   平成２４年度における収支状況は、経常収益１２１億９，８４１万余円、経常費用１１９億  

９，１６４万余円、経常外収益２１万余円、経常外費用６６３万余円であり、その結果、当期一

般正味財産は２億７８４万余円増加している。 

   また、平成２４年度末における財政状態は、資産合計２８６億３，１７３万余円、負債合計  

２３８億２，４５１万余円、正味財産合計４８億７２２万余円である。 

   次に、事業環境について見ると、公社は、廃棄物の埋立作業等の運営管理を始めとして、地球

温暖化対策の拠点としての活動、東日本大震災で発生した災害廃棄物の処理支援など、広範囲に

わたる環境事業を展開している。 
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   また、事業運営においては、都の環境問題の変化に伴い、公社は、事業の見直し、公益財団法

人としての経営基盤の強化、人材の育成など、都の環境行政のパートナーとして、効率的・効果

的な事業運営を確保していく努力が求められる。 

以上、運営状況について述べてきたが、公社の事業は、出えん目的に沿って適切に運営されて

いると認められる。 

 

第５ 運営状況の概要 

１ 運営状況 

（１） 事業実績 

公社では、事業を公益目的事業と収益事業に区分している。 

ア 公益目的事業 

  公社は、環境に係る調査研究や資源の循環利用等の事業を通じて、低炭素社会及び循環型

社会の形成に資することを目的として、以下の５事業を実施している。 

 

   （ア）環境調査研究事業 

ａ 環境調査研究・技術支援事業 

この事業は、東京の都市環境の改善・向上に資する調査研究及び環境技術支援等であ

り、主な実績は以下のとおりである。 

（ａ）調査研究 

  平成２３年度は、「自動車の環境対策の評価に関する研究」など１０件、平成２４年

度は、「資源循環に関する研究」など８件である。 

（ｂ）技術支援 

平成２３年度は、「自動車排出ガス測定体制の整備」など９件、平成２４年度は、「汚

染土壌の合理的な処理促進に関する技術支援」など８件である。 

ｂ 外部資金導入研究事業 

この事業は、公的機関等から資金を導入し、環境施策の推進や効果の実証に資する研

究等であり、平成２３年度は、「自動車排出ガス測定調査」など５件、平成２４年度は、

「ＰＭ２．５汚染混合型黄砂に関する研究」など８件である。 

 

（イ）地球温暖化防止活動事業 

   公社は、都や他の地方公共団体等と連携して地球温暖化防止活動の普及啓発に取り組む

とともに、中小規模事業所（※）や家庭が行う地球温暖化防止活動や省エネルギー（以下

「省エネ」という。）対策の支援などの事業を実施している。主な実績は、表３のとおりで

ある。 

※ 燃料・熱・電気の使用量を原油に換算した合計の量が、年間１，５００ｋℓ 未満の事業所等 
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（表３）主な地球温暖化防止活動事業の実績              （単位：千円） 

事業名 平成２３年度 平成２４年度 

地球温暖化防止活動支援事業 

中小規模事業所への温暖化対策等支援事業 ３１３，９８０ １８０，１７７

家庭部門における温暖化対策等支援事業 ２４，９１８ ２４，２５４

中小規模事業所省エネ促進・クレジット創出プロジェクト事業 ８１，４８０ ９１，２４５
 

ＣＯ２排出削減設備導入促進プロジェクト事業 １４，０３８ ２５，３０７

住宅用太陽エネルギー利用機器導入促進事業 １０５，８３２ ８８，２８３

集合住宅等太陽熱導入促進事業 １４，７５６ ２１，１７０

住宅用創エネルギー機器導入促進事業 ５３，６９３ ７３，０５１

 

（ウ）資源の循環利用に関する事業 

   公社は、東京二十三区清掃一部事務組合の運営する中間処理施設等における廃棄物処理

やリサイクル推進などの事業を実施している。主な実績は、表４のとおりである。 

 

（表４）主な資源の循環利用に関する事業の実績            （単位：千円） 

事業名 平成２３年度 平成２４年度 

中防内側諸事業 ７１４，４０１ ５８７，８２４

管路収集輸送施設運転管理等事業 １１９，２７２ １３４，３３０

 

（エ）廃棄物処理技術の支援等事業 

   公社は、廃棄物分野における国際協力事業や自治体ニーズに合わせた廃棄物処理施設の

維持管理等に係る技術支援などの事業を実施している。主な実績は、表５のとおりである。 

 

（表５）主な廃棄物処理技術の支援事業の実績             （単位：千円） 

事業名 平成２３年度 平成２４年度 

廃棄物分野における国際協力プロモーション事業 ４６，０６４ ２７，８３２

微量ＰＣＢ廃棄物処理支援事業 ２，９６８ ８，９０４

 

（オ）廃棄物の適正処理等事業 

   公社は、中央防波堤外側処分場における廃棄物の受入・埋立作業等の適正処理や環境保

全対策業務などの事業を実施している。主な実績は、表６のとおりである。 
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（表６）主な廃棄物の適正処理等事業の実績              （単位：千円） 

事業名 平成２３年度 平成２４年度 

中防外側諸事業 １，２１２，５１６ １，２３１，８１３

河川環境保全事業 ２６５，２６３ ２６２，３４０

災害廃棄物受入処理等の支援事業(※) ５４２，７７９ ５，１９０，４５５

     ※ この事業は、平成２３年１１月から実施している。 

 

イ 収益事業 

  公社は、廃棄物の収集運搬やリサイクル等の事業を通じて、公益目的事業を実施するため

の原資を確保することを目的として、主に以下の２事業を実施している。 

 

（ア）収集運搬処理事業 

この事業は、都内の各事業所から排出される一般廃棄物及び産業廃棄物並びにリサイク

ル可能な資源物をその種類に応じて収集運搬し、適正に処理を行う事業である。主な実績

は、表７のとおりである。 

 

（表７）収集運搬処理事業実績                

平成２３年度 平成２４年度 
区分 収集量 

(t) 
作業 
(日) 

日量 
(t) 

収集量 
(t) 

作業 
(日) 

日量 
(t) 

一般廃棄物 13,364 365 37 13,449 364 37 

産業廃棄物 2,484 365 7 2,367 364 7 

資源物 3,220 314 10 3,495 311 11 

ペットボトル 354.6 298 1.2 403.5 297 1.4

 

（イ）リサイクル処理事業 

この事業は、各事業所から排出される廃蛍光管類及び廃消火器を中間処理し再資源化ル

ートに乗せ、適正に処理を行う事業である。主な実績は、表８のとおりである。 

 

（表８）リサイクル処理事業実績                

平成２３年度 平成２４年度 
区分 受入数 

(本) 
作業 
(日) 

日量 
(本) 

受入数 
(本) 

作業 
(日) 

日量 
(本) 

廃蛍光管類 846,271 246 3,440 829,859 245 3,387

廃消火器 11,546 246 47 11,877 245 48
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（２）収支状況 

     公社の会計区分は、平成２４年度から公益財団法人へと移行したことにより、新たな公益法

人会計基準に基づき、公益目的事業会計、収益事業等会計及び法人会計の３会計に区分し、経

理している。 

平成２４年度における収支状況は、経常収益１２１億９，８４１万余円、経常費用１１９億 

９，１６４万余円、経常外収益２１万余円、経常外費用６６３万余円であり、その結果、当期

一般正味財産は２億７８４万余円増加している。 

     会計別の内訳は、別表１正味財産増減計算書内訳表のとおりである。 

 

   ア 公益目的事業会計 

     本会計は、環境調査研究を始めとする公益目的事業に係る収支を経理するものである。 

経常収益は１１１億６，６１１万余円であり、主なものは、廃棄物適正処理・処理技術支

援等事業等の事業収益１０７億３，５０３万余円である。経常費用は、災害廃棄物受入処理

の委託料等の事業費１０９億９，５６９万余円である。経常外増減額は、固定資産除売却損

等によるもので６１６万余円の減である。 

この結果、当期一般正味財産は１億８，６６１万余円増加している。 

 

イ 収益事業等会計 

本会計は、公益目的事業を実施するための原資を確保することを目的として行う事業に係

る収支を経理するものである。 

経常収益は１０億２，４３７万余円であり、主なものは、収集運搬処理事業等の事業収益

１０億１，２９５万余円である。経常費用は、収集運搬処理事業の委託料等の事業費９億  

７，７９４万余円である。経常外増減額は、固定資産除売却損等によるもので２５万余円の

減である。 

この結果、当期一般正味財産は２，３４４万余円増加している。 

 

ウ 法人会計 

本会計は、公社の管理運営に係る収支を経理するものである。 

経常収益は７９２万余円であり、主なものは、基本財産受取利息３６７万余円である。経

常費用は、諸謝金等の管理費１，８００万余円である。 

この結果、当期一般正味財産は２２１万余円減少している。 

 

 （３）財政状態 

平成２４年度末における財政状態は、別表２貸借対照表のとおりである。 

資産合計は２８６億３，１７３万余円であり、内訳は、現金預金等の流動資産２５３億   
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５，０７７万余円、その他固定資産等の固定資産３２億８，０９６万余円である。 

負債合計は２３８億２，４５１万余円であり、内訳は、預り基金等の流動負債２３６億   

６，６５８万余円、長期割賦未払金等の固定負債１億５，７９２万余円である。 

正味財産合計は４８億７２２万余円であり、内訳は、東京都出えん金等の指定正味財産３億

５，６７１万余円、一般正味財産４４億５，０５１万余円である。 

 

（４）運営環境に関する評価 

運営環境について、事業活動及び財務活動等の観点から確認を行った結果、事業環境及び事

業運営において、次のとおり留意すべき点が見受けられた。 

  ア 事業の運営環境及び事業運営 

     都の環境施策は、地球温暖化に伴う気候変動、東日本大震災の電力危機、健康影響が懸念

される大気汚染など、都を取り巻く環境問題とともに大きく変化している。また、公社を取

り巻く社会環境も、廃棄物排出事業者によるリサイクルの促進及び民間における廃棄物関連

の環境ビジネスの成長など大きく変化している。そうした環境施策や社会環境の変化に合わ

せて、公社は、都の廃棄物関連事業を補完する団体から、都の環境施策全般を補完する団体

へと移行し、廃棄物の埋立作業等の運営管理を始めとして、地球温暖化対策の拠点としての

活動、東日本大震災で発生した災害廃棄物の処理支援など、広範囲にわたる環境事業を展開

している。 

     今後も、環境問題の変化に伴い、的確な対応策や事業執行が必要とされることから、公社

は、事業の廃止や縮小などの事業の見直し、公益財団法人として収支均衡を確保し財務を健

全にするための経営基盤の強化、環境全般に事業を展開するための知識や技術を備えた人材

の育成など、都の環境行政のパートナーとして、効率的・効果的な事業運営を確保していく

努力が求められる。 
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（別表１）平成２４年度正味財産増減計算書内訳表 

（単位：円）

公 益 目 的 事 業
会 計

収 益 事 業 等
会 計

法 人 会 計 合計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１　経常増減の部

(1)経常収益

基本財産運用益 0 0 3,677,930 3,677,930

特定資産運用益 0 0 2,988,101 2,988,101

事業収益 10,735,031,707 1,012,953,693 0 11,747,985,400

受取補助金等 419,453,000 0 0 419,453,000

雑収益 11,635,024 11,418,424 1,258,314 24,311,762

経常収益計 11,166,119,731 1,024,372,117 7,924,345 12,198,416,193

(2)経常費用

事業費 10,995,691,472 977,946,772 0 11,973,638,244

管理費 0 0 18,006,321 18,006,321

経常費用計 10,995,691,472 977,946,772 18,006,321 11,991,644,565

170,428,259 46,425,345 10,081,976△     206,771,628

0 0 8,066,786 8,066,786

0 0 195,514△        195,514△        

評価損益等計 0 0 7,871,272 7,871,272

当期経常増減額 170,428,259 46,425,345 2,210,704△      214,642,900

２　経常外増減の部

(1)経常外収益

固定資産売却益 149,999 59,999 0 209,998

その他経常外収益 0 4 0 4

経常外収益計 149,999 60,003 0 210,002

(2)経常外費用

固定資産除売却損 4,060,485 319,537 0 4,380,022

その他経常外費用 2,253,576 45 0 2,253,621

経常外費用計 6,314,061 319,582 0 6,633,643

当期経常外増減額 6,164,062△      259,579△        0 6,423,641△      

 他会計振替額 22,347,717 22,347,717△     0 0

 税引前当期一般正味財産増減額 186,611,914 23,818,049 2,210,704△      208,219,259

 法人税、住民税及び事業税 0 370,000 0 370,000

 当期一般正味財産増減額 186,611,914 23,448,049 2,210,704△      207,849,259

 一般正味財産期首残高 4,242,665,274

 一般正味財産期末残高 4,450,514,533

Ⅱ　指定正味財産増減の部

基本財産運用益 0 0 3,715,225 3,715,225

基本財産受取利息 0 0 3,715,225 3,715,225

一般正味財産への振替額 0 0 3,669,893△      3,669,893△      

一般正味財産への振替額 0 0 3,669,893△      3,669,893△      

 当期指定正味財産増減額 0 0 45,332 45,332

 指定正味財産期首残高 356,664,731

 指定正味財産期末残高 356,710,063

Ⅲ　正味財産期末残高 4,807,224,596

（注）　貸借対照表を会計区分していないため、一般正味財産期首残高、一般正味財産期末残高、指定正味財産期首残高、指定正
　　　味財産期末残高及び正味財産期末残高は合計額欄に記載している。

科　　　目

評価損益等調整前当期経常増減額

特定資産評価損益等

投資有価証券評価損益等
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（別表２）平成２４年度貸借対照表 

（単位：円、％）

資産の部 負債の部

流動資産 流動負債

現金預金 22,843,903,340 79.8 事業経費未払金 1,268,509,188 4.4

事業未収金 2,218,033,016 7.7 未払金 267,249,238 0.9

事業外未収金 104,194,909 0.4 預り金 27,191,626 0.1

有価証券 1,757,000 0.0 東京都短期借入金 10,348,504,000 36.1

貯蔵品 99,782,375 0.3 46,575,348 0.2

前払金 1,550,000 0.0 9,336,000 0.0

仮払金 2,480,765 0.0 未払法人税等 370,000 0.0

立替金 78,190,609 0.3 未払消費税等 11,051,700 0.0

前払費用 1,791,687 0.0 賞与引当金 70,199,000 0.2

貸倒引当金 910,000△        △ 0.0 預り基金 11,617,602,380 40.6

流動資産合計 25,350,773,701 88.5 流動負債合計 23,666,588,480 82.7

固定資産 固定負債

基本財産 長期割賦未払金 129,361,076 0.5

定期預金 2,455,880 0.0 リース債務 28,561,400 0.1

投資有価証券 354,254,183 1.2 固定負債合計 157,922,476 0.6

基本財産合計 356,710,063 1.2 負債合計 23,824,510,956 83.2

特定資産 正味財産の部

612,464,450 2.1 指定正味財産

2,096,000 0.0 東京都出えん金 356,000,000 1.2

特定資産合計 614,560,450 2.1 有価証券受取利息 710,063 0.0

その他固定資産 指定正味財産合計 356,710,063 1.2

建物 1,689,263,868 5.9 (356,710,063) (1.2)
減価償却累計額 892,048,802△    △ 3.1 一般正味財産 4,450,514,533 15.5

建物附属設備 672,368,504 2.3 (614,560,450) (2.1)
減価償却累計額 531,892,154△    △ 1.9 正味財産合計 4,807,224,596 16.8

構築物 195,515,460 0.7 負債及び正味財産合計 28,631,735,552 100  
減価償却累計額 178,552,669△    △ 0.6

車両運搬具 116,868,630 0.4
減価償却累計額 83,372,572△     △ 0.3

機械 2,109,792,791 7.4
減価償却累計額 1,605,804,411△  △ 5.6

工器具備品 505,172,903 1.8
減価償却累計額 394,356,602△    △ 1.4

リース資産 46,680,000 0.2
減価償却累計額 8,560,700△      △ 0.0

土地 73,564,865 0.3

立木 107,000 0.0

電話加入権 2,834,700 0.0

ソフトウエア 95,374,178 0.3

施設利用権 541,835 0.0

商標権 136,184 0.0

保証金 58,394,572 0.2

前払年金費用 215,350,946 0.8

出資金 10,000 0.0

投資有価証券 206,260,000 0.7

16,042,812 0.1

2,309,691,338 8.1

固定資産合計 3,280,961,851 11.5

資産合計 28,631,735,552 100  

金額 構成比科　　　目

一年以内返済予定長期割賦未払金

金額 構成比 科　　　目

職員互助会貸付金

経営改善対策積立金

一年以内返済予定リース債務

その他固定資産合計

退職給付積立預金

（うち基本財産への充当額）

（うち特定資産への充当額）
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（別表３）平成２３年度正味財産増減計算書総括表 

（単位：円）

合計 合計

Ⅰ　一般正味財産増減の部 ２　経常外増減の部

１　経常増減の部 (1)経常外収益

(1)経常収益 110,731,784

基本財産運用益 3,403,310 投資有価証券評価益 6,054,579

特定資産運用益 2,328,132 固定資産売却益 835,631

事業収益 5,069,253,785 経常外収益計 117,621,994

受取補助金等 344,229,121 (2)経常外費用

受託収益 2,695,516,084 固定資産除却損 7,563,707

雑収益 25,056,512 雑損失 3,157,862

経常収益計 8,139,786,944 経常外費用計 10,721,569

(2)経常費用 当期経常外増減額 106,900,425

事業費 7,846,505,601  税引前当期一般正味財産増減額 123,759,331

管理費 276,422,437  法人税、住民税及び事業税 370,000

経常費用計 8,122,928,038  当期一般正味財産増減額 123,389,331

当期経常増減額 16,858,906  一般正味財産期首残高 4,119,275,943

 一般正味財産期末残高 4,242,665,274

Ⅱ　指定正味財産増減の部

基本財産運用益 3,572,501

基本財産受取利息 3,572,501

一般正味財産への振替額 3,397,768△     

一般正味財産への振替額 3,397,768△     

 当期指定正味財産増減額 174,733

 指定正味財産期首残高 356,489,998

 指定正味財産期末残高 356,664,731

 正味財産期末残高 4,599,330,005

科　　　目 科　　　目

退職金規程改訂に伴う過去勤務債務額
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（別表４）平成２３年度貸借対照表総括表 

（単位：円、％）

資産の部 負債の部

流動資産 流動負債

現金預金 31,760,967,877 86.3 事業経費未払金 786,606,047 2.1

事業未収金 1,523,510,778 4.1 未払金 383,532,165 1.0

事業外未収金 67,038,139 0.2 預り金 15,507,808 0.0

有価証券 1,757,000 0.0 東京都短期借入金 6,899,336,000 18.8

貯蔵品 108,414,593 0.3 32,527,125 0.1

前払費用 1,170,538 0.0 6,673,200 0.0

立替金 84,996,394 0.2 未払法人税等 370,000 0.0

仮払金 1,228,664 0.0 未払消費税等 13,386,979 0.0

16,000,000 0.0 賞与引当金 64,310,000 0.2

貸倒引当金 1,300,000△      △ 0.0 預り基金 23,863,260,564 64.9

流動資産合計 33,563,783,983 91.2 流動負債合計 32,065,509,888 87.2

固定資産 固定負債

基本財産 長期割賦未払金 97,609,820 0.3

定期預金 2,657,750 0.0 リース債務 26,692,800 0.1

投資有価証券 354,006,981 1.0 固定負債合計 124,302,620 0.3

基本財産合計 356,664,731 1.0 負債合計 32,189,812,508 87.5

特定資産 正味財産の部

604,228,040 1.6 指定正味財産

914,500 0.0 東京都出えん金 356,000,000 1.0

特定資産合計 605,142,540 1.6 有価証券受取利息 664,731 0.0

その他固定資産 指定正味財産合計 356,664,731 1.0

建物 1,689,263,868 4.6 (356,664,731) (1.0)
減価償却累計額 846,475,451△    △ 2.3 一般正味財産 4,242,665,274 11.5

建物附属設備 667,693,571 1.8 (605,142,540) (1.6)
減価償却累計額 505,833,671△    △ 1.4 正味財産合計 4,599,330,005 12.5

構築物 197,616,500 0.5 負債及び正味財産合計 36,789,142,513 100  
減価償却累計額 177,046,108△    △ 0.5

車両運搬具 90,643,227 0.2
減価償却累計額 72,795,478△     △ 0.2

機械 2,109,792,791 5.7
減価償却累計額 1,525,466,135△  △ 4.1

工器具備品 537,774,370 1.5
減価償却累計額 435,028,002△    △ 1.2

リース資産 33,366,000 0.1
減価償却累計額 556,100△        △ 0.0

土地 73,564,865 0.2

立木 107,000 0.0

電話加入権 2,834,700 0.0

委託開発費 94,581,414 0.3

施設利用権 631,508 0.0

商標権 174,034 0.0

保証金 56,546,572 0.2

前払年金費用 63,931,784 0.2

出資金 10,000 0.0

投資有価証券 208,220,000 0.6

2,263,551,259 6.2

固定資産合計 3,225,358,530 8.8

資産合計 36,789,142,513 100  

金額 構成比

一年以内返済リース債務

一年以内返済長期割賦未払金

科　　　目

職員互助会貸付金

金額 構成比

経営改善対策積立金

科　　　目

その他固定資産合計

（うち基本財産への充当額）

（うち特定資産への充当額）

退職給付積立預金
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